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この要綱は，常総市ふるさと納税支援業務委託（以下，「業務委託」という。）について，本市と

優先的に契約交渉を行う者（以下，「優先交渉権者」という。）を公募型プロポーザル方式によって

選定するため，必要な事項を定めるものとする。 

 

１ 目的 

常総市（以下「委託者」という。）が実施するふるさと納税事業について，寄附の受付，寄附者

情報の管理，返礼品の発注・配送管理，返礼品の新規開拓及び情報発信等をふるさと納税に関する

スキルやノウハウを持った民間事業者に委託することにより，事務の効率化を図るとともに，委

託者のＰＲや特産品等の販路拡大による地域経済の活性化及び自主財源確保を図ることを目的と

する。 

 

２ 業務委託の概要 

業務委託は，次に掲げる事項及び「仕様書」（別紙１）に基づき行うものとする。 

⑴ 業務名称   常総市ふるさと納税支援業務委託 

⑵ 履行場所   常総市水海道諏訪町３２２２番地３ 

⑶ 委託期間   契約締結日の翌日から令和８年３月３１日まで 

※ ただし，本業務の委託開始日は令和７年４月１日とし，契約締結日の翌

日から令和７年３月３１日までは業務開始に向けた準備期間とし，これ

に係る委託料は発生しないものとする。なお，準備期間中に発生する費

用については，業務を受託するもの（以下「受託者という。」）が負担す

ることとする。 

※ 毎年１２月までの業務遂行状況等を踏まえ，業務を継続して委託するこ

とに支障がないと委託者が認める場合，委託者と受託者の双方合意のう

え，１年延長できるものとする。ただし，その場合，最終期間は令和１０

年３月３１日までとする。 

⑷ 提案条件額  寄附受入金額の７％以内（消費税及び地方消費税を含まない） 

※ 寄附金額に対する単価契約とし，返礼品の調達経費及び配送経費，寄附

受領証明書・ワンストップ特例申請書・お礼状等の送付費用は含めず，

別途支払うものとする。 

           令和９年度目標寄附金額：1,000,000千円 

 

３ 委託業者の選定方法 

受託者は公募型プロポーザル方式により選定するものとし，当該選定は企画提案書及びプレゼ

ンテーションから経験，実績，受注意欲，技術力，見積額などを評価基準に基づき審査を行うもの

とする。 

 

４ 参加資格 

本プロポーザルに参加しようとする者は，次に掲げる事項のいずれにも該当しなければならな



2 

い。 

⑴ 法人格を有している者であること。 

⑵ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立中又は更生手続中で

ないこと。 

⑶ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立中又は再生手続中で

ないこと。 

⑷ 地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号に掲げる者に該当する者でないこと。 

⑸ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号に掲げる事項に該当する者として常総市の入

札参加制限を受けていない者であること。 

⑹ 参加申込書・企画提案書の提出時点において，国及び地方公共団体から指名停止等の処分を

受けていないこと。 

⑺ 国税及び地方税の滞納がないこと。 

⑻ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７法）第２条第２号か

ら第４号まで又は第６号に規定するものでないこと。 

⑼ 参加申込をする時点において，当該プロポーザルに参加しようとする他の者との間に，次の

いずれかに該当する資本的関係又は人的関係がない者であること。 

ア 親会社（会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 2 条第 4 号の親会社をいう。以下同じ。）と 

子会社（会社法第 2条第 3号の子会社をいう。以下同じ。）の関係（個人事業主又は会社の

役員が他の会社の議決権総数の過半数を所有する場合における，当該個人事業者又は当該

役員に係る会社との関係を含む。） 

イ 親会社（個人事業主又は会社の役員が議決権総数の過半数を所有する場合における，当該

個人事業者又は当該役員に係る会社を含む。）を同じくする子会社同士の関係 

ウ 一方の会社の役員（個人事業主を含む。）が他方の会社の役員を現に兼ねている関係 

エ 一方の会社の役員（個人事業主を含む。）が他方の会社の管財人（会社更生法第 67条第１

項又は民事再生法第 64 条第 2 項の規定により選任された管財人をいう。）を現に兼ねてい

る関係 

⑽ 事業協同組合（中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）第 3 条又は中小企業団体

の組織に関する法律（昭和 32 年法律第 185 号）第 3 条に規定する組合又は団体をいう。）

として参加する場合は，その組合員又は会員ではないこと。 

⑾ 複数の事業者等により構成される共同事業体として参加する場合は，次に掲げる条件を全て

満たすこと。 

ア 共同提案を行う事業者のうち１者を代表事業者に定め，市への質疑や書類提出等は代表事

業者が行うこと。 

イ 共同事業体の構成員は，業務委託において当該共同事業体が負担する債務の履行に関し，

連帯して責任を負うこと。 

ウ 共同事業体の構成員は，単独又は他の共同事業体の構成員として本プロポーザルに参加し
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ていないこと。 

エ 共同事業体の代表事業者及び構成員は，上記(1)～(11)に掲げる要件を満たしていること。 

 

５ 公募スケジュール 

内 容 期 日 

公告日 令和６年１０月２８日（月） 

質問の受付開始 令和６年１０月２８日（月） 

質問の受付期日 令和６年１１月１８日（月） 

質問に対する回答期日 令和６年１１月２２日（金） 

参加申込書・誓約書の提出期日 令和６年１１月２９日（金） 

企画提案書の提出期日 令和６年１２月 ９日（月） 

第１次審査（書類審査） 令和６年１２月１０日（火） 

第１次審査の結果通知 令和６年１２月１６日（月） 

第２次審査（プレゼンテーション及

びヒアリング） 

令和６年１２月２３日（月） 

詳細等については，第１次審査の通過者に追って通知する。 

審査結果（採否）の通知 

（優先交渉権者の決定） 
第２次審査実施後１０日以内 

契約交渉期間 令和７年 １月 

契約締結 令和７年 １月【予定】 

 

６ 実施要綱等の配布 

⑴ 期 間  令和６年１０月２８日から令和６年１２月９日まで 

⑵ 方 法  本市ホームページにおいて公表するので,ダウンロードして使用すること。 

⑶ 提供書類 

① 常総市ふるさと納税支援業務委託公募型プロポーザル実施要綱 

② 常総市ふるさと納税支援業務委託仕様書（別紙１） 

③ 常総市ふるさと納税支援業務委託企画提案書作成要領（別紙２） 

④ 申請書類（様式第１号から第 13号まで） 

 

７ 質問の受付及び回答 

当該プロポーザルに係る質疑応答については，次のとおりとする。 
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⑴  提出期間 

公告日の午前９時から令和６年１１月１８日 午後５時まで（土日祝日を除く） 

⑵ 提出方法 

質問書（様式３）に質問事項を記載のうえ，電子メールにて総務部財政課ふるさと納税係へ送

信すること。また，メール送信後，必ず電話にて到着の確認を行うこと。 

⑶ 送付先 

furusato@city.joso.lg.jp  財政課ふるさと納税係    

⑷ 回答 

令和６年１１月２２日に常総市ホームページにて回答を掲載する。 

⑸ 禁止事項 

口頭での質疑は認めない。 

 

８ 参加申込書・企画提案書の提出 

⑴ 提出期間 

〔参加申込書〕 

公告日の午前９時から令和６年１１月２９日 午後５時まで（土日祝日を除く）※郵送の場合

必着 

〔企画提案書〕 

公告日の午前９時から令和６年１２月 ９日 午後５時まで（土日祝日を除く）※郵送の場合

必着 

⑵ 提出先 

16．問合せ先に持参又は郵送にて提出すること。郵送の場合は，簡易書留など配達した記録が

残る方法で行うこと。 

⑶ 提出書類 

〔参加申込書〕 

① 参加申込書（様式１） 

    ② 誓約書（様式２） 

〔企画提案書〕 

① 企画提案書表紙（様式４） 

② 事業概要調書（様式５） 

③ 類似業務実績調書（様式６） 

④ 見積書（様式７） 

⑤ 返礼品配送料に関する調書（様式１０） 

⑥ 企画提案書（任意様式） 

任意様式とする。但し，表紙や目次を除き，Ａ４用紙１０枚２０頁以内（縦横いずれも

可）とし，作成要領に基づき様式８，９及び様式 11を別途添付すること。 

なお，プレゼンテーション用ソフトによるプレゼンテーションを行う場合は，Ａ４用

紙１枚当り２スライドで印刷すること。 
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⑦ 業務・連絡体制及び要員（任意様式） 

⑧ 財務関係書類（貸借対照表及び損益計算書（直近２期分）） 

※新規に設立した事業者などで財務関係書類の提出ができない場合には，商業登記簿等にて

設立日が確認できる書類を提出すること。 

 なお，共同事業体の場合は，各構成員の書類を提出すること。 

⑷ 提出部数 

参加申込書，誓約書：１部 

企画提案書（①から⑧まで）：正本１部，副本９部 

提出書類①から⑧までの電子ファイルを保存したＤＶＤ－Ｒ又はＣＤ―Ｒ１枚を併せて提出

すること。 

※電子媒体に保存するデータのファイル形式は，PowerPoint 又は PDF のいずれかで読み込みが可

能であるものとする。 

⑸ 注意事項 

① 提出書類は，「常総市ふるさと納税支援業務委託 企画提案書作成要領」（別紙２）を参照し作

成すること。また，提出物はＡ４サイズ，２穴綴りとし，フラットファイル及び紐綴じなど簡

易な綴じ方で提出すること。 

② 提出後の追加，修正，差替えは認めない。 

 

９ 審査の方法 

⑴ 審査基準 

常総市が設置する常総市ふるさと納税支援業務委託公募型プロポーザル審査委員会（以下「委

員会」という。）で定めた評価基準によるものとする。 

⑵ 審査方法 

① 第１次審査（書類審査） 

参加申込書を提出した事業者を対象に，委員会で定めた評価基準に沿って，事業概要調

書，企画提案書等について審査を行う。参加者が多数の場合は，４者程度を第２次審査対

象者として選定する。なお，参加者が４者以内の場合は事務局にて参加資格要件及び事業

概要調書等の確認を行ったうえで，第２次審査対象者とする。 

② 第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 

第１次審査を通過した参加者（以下「提案者」という。）による企画提案書等をふまえ

たプレゼンテーション及び当該提案者に対するヒアリング審査により総合的に評価する。 

プレゼンテーションは，１者につき２０分間とし，その後２０分程度の質疑応答を行う

ものとする。なお，プレゼンテーションに参加できる担当者は，１者につき３名以内とす

る。（プレゼンテーション用ソフトによるプレゼンテーション可。この場合，プロジェク

ターは本市で用意するが，パソコン及びソフトは提案者側で用意すること。） 

なお，プレゼンテーションに用いる資料は，一次審査において提出した企画提案書以外

を使用することは認めない。 

 



6 

10 評価項目及び配点 

 

評価項目 

（大項目） 

評価項目 

（小項目） 

評価内容 配点 

１次 ２次 

1 企業評価 (1-1) 

会社概要及び業務・

連絡体制及び要員 

ア 経営規模，組織内容，取

扱業務内容等に不備がない

か。 

イ 業務体制に関し，管理責

任者が明確化され，適切な人

員配置が行われているか。 

ウ トラブル等が生じたと

きに迅速な協議と対応がで

きるような信頼性の高い体

制となっているか。 

エ 令和７年４月１日の業

務開始日までの引継ぎ及び

システム等の準備体制は十

分であるか。 

10点 40点 

（ア～エ 

各 10点） 

(1-2) 

類似業務実績 

ア 令和元年度以降，他の地

方公共団体において，当市以

上の寄附取扱実績があるか。 

イ 他自治体における寄附

件数，寄附額を伸ばした実績

はあるか。 

10点 20点 

（ア～イ 

各 10点） 

2 企画提案内容に

対する評価 

(2-1) 

本業務に対する理

解 

ア 本市の現状及び課題を

踏まえつつ，本業務の目的や

趣旨を十分に理解したうえ

で企画提案がされているか。 

10点 10点 

(2-2) 

ポータルサイトの

管理運営 

ア 各ポータルサイトにお

ける自治体情報ぺージやラ

ンディングページの制作，返

礼品画像の加工等，寄附者に

対し効果的にＰＲする提案

がされているか。 

イ また，上記について，そ

の対応量や所要時間の目標

は適切であるか。 

ウ 新規の返礼品登録につ

10点 40点 

（ア～エ 

各 10点） 
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いて，寄附受付開始までのス

ケジュールや校正確認等の

フローが適切であるか。 

エ 各ポータルサイトごと

のプロモーション施策につ

いて，訴求力ある施策の提案

が期待できるか。 

(2-3) 

寄附者情報・寄附金

データ管理 

ア 本市が指定する要件を

満たした寄附管理システム

を使用することを前提とし

た提案となっているか。 

10点 10点 

(2-4) 

返礼品発注及び配

送管理 

ア 返礼品提供事業者の希

望に応じた多様な配送に対

応できるか。（ゆうパックや

ネコポスなど） 

イ 配送料については，安価

になるような提案がされて

いるか。 

ウ 在庫管理について寄附

機会の喪失を防止するため

の対策が講じられているか。 

10点 30点 

（ア～ウ 

各 10点） 

(2-5) 

寄附者への対応 

ア 本市が求める人員体制

となっているか。 

イ 寄附者からの問合せや

寄附トラブルに対し，迅速か

つ適切な対応が可能か。 

ウ 問合せ内容や問題等に

応じた報告体制が明確であ

るか。 

エ 寄附者が，常総市のファ

ンやリピーターに発展する

ような具体的な施策提案が

されているか。 

10点 40点 

（ア～エ 

各 10点） 

(2-6) 

返礼品提供事業者

の開拓及び返礼品

の開発・拡充 

ア 返礼品提供事業者のフ

ォローや新規開拓のために，

定期的に市内の事業者を個

別訪問する提案となってい

るか。 

10点 50点 

（ア～イ及

び エ 各 10

点，ウ20点） 
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イ また，上記について，そ

の対応量や所要時間の目標

は適切であるか。 

ウ 事業者との連携を密に

し，地域の魅力を最大限生か

した返礼品開発が期待でき

る提案内容か。 

エ 返礼品を拡充するため

の具体的な提案がされてい

るか。 

(2-7) 

ふるさと納税寄附

金のプロモーショ

ン 

ア 受託者独自のプロモー

ション施策が提案されてい

るか。 

イ 各ポータルサイトや広

告事業者が実施する広告や

プロモーションを提案し，本

市の返礼品の効果的な広報

（PR・プロモーション）によ

る寄附件数や寄附額の向上

が期待できるか。 

10点 30点 

（ア 20点，

イ 10点） 

3 見積額 委託料 ア 委託料率等が企画提案

内容に見合った適切なもの

となっているか 

10点 10点 

 

4 その他 その他 ア 受託者が有する独自の

ノウハウや関係事業者との

連携により，費用が抑えられ

る具体的な提案がされてい

るか。 

イ 受託者が有する知見を

事業者に提供し，自走化を図

ることが可能か。 

ウ 自社の強みを生かし，そ

の知識や経験を生かした独

創性のある取り組みについ

て提案されているか。 

10点 40点 

（ア～イ 

各 10点，ウ

20点） 

※審査結果における合格基準は，審査委員の合計得点の６割以上とし，合格基準に達するものがい

ない場合は，審査は行わないものとする。 
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11 優先交渉権者の決定 

本プロポーザルの審査は，委員会において審査を行い，優先交渉権者及び次点交渉権者を選定

する。最高得点の者が複数いる場合は，審査委員の合議により優先交渉権者及び次点交渉権者を

選定する。 

なお，参加のあった事業者が１事業者であっても，審査委員会に諮り審査を実施する。ただし，

審査委員会が基準に満たないと判断した場合には，審査の結果「該当なし」とし，再度公募を行う

場合がある。 

また，あらかじめ定めた期間内に優先交渉権者との協議が調わない場合は，改めて次点者と協

議を行うこととする。 

 

12 審査結果の通知 

審査結果は，常総市ホームページ上で公表するとともに参加者全員に通知する。ただし，各評価

項目の点数及び評価値を算出するための計算式等は公開しない。 

また，当該結果に対する異議等は受け付けない。 

 

13 決定後の手続き 

審査結果通知後，市長と優先交渉権者は，市長が定める日までに業務内容の詳細を協議し，契約

を締結するものとする。 

 

14 提出書類の取扱い 

提出書類は返却しないものとする。なお，本件に関わる情報公開請求を受けた場合は, 常総市

情報公開条例(平成１３年水海道市条例第１７号)に基づき,提出書類を公開することができるも

のとする。ただし,公にすることにより競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある情報

は,非公開となる場合があるため,当該情報が含まれていると判断するときは,その旨をあらかじ

め書面により申し出るものとする。 

 

15 参加に関する留意事項 

⑴ 参加の無効について 

市長は，参加者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは，当該参加を取り消すこ

とができる。 

① 提出書類等を提出期限までに提出しなかったとき 

② 提案内容に虚偽又は不正があるとき 

③ 会社更生法の適用を受けるなど，履行が困難と認められる状態に至ったとき 

④ 選考審査に対し不当な要求等を申し入れたとき 

⑤ 前各号に掲げるもののほか不正な行為があったとき 

⑵ 実施要綱等の承諾 

参加者は，企画提案書の提出をもって当該プロポーザルに係る要綱等の記載内容を承諾した

ものとみなす。 
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⑶ 費用の負担 

参加及びプレゼンテーション等に係る費用の負担は，参加者の負担とする。 

⑷ 手続きにおいて使用する言語，通貨及び単位について 

日本語，日本円，日本の標準時および計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位に限る。 

⑸ 書類の受付及び問合せ等の対応日時 

土曜，日曜及び祝日を除く日の午前９時から午後５時までの間に限る。 

⑹ 参加申込書提出後の辞退について 

参加申込提出後に辞退する場合は，辞退届（様式１２）を提出すること。 

 

16 問合せ先 

  〒３０３－８５０１ 

  茨城県常総市水海道諏訪町３２２２番地３ 

  常総市役所 総務部財政課ふるさと納税係  担当：松﨑，大滝 

  電話番号 ：０２９７－２３－２１１１（代表） 

  Ｆ Ａ Ｘ ：０２９７－２３－２１６２ 

  メ ー ル ：furusato@city.joso.lg.jp 


